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Ⅰ 緒 言
北方圏における総合型地域スポーツクラブ設立に関する研究について，本学北方圏生涯スポー
ツ研究センターのプロジェクトとして，平成１６年度から５年間実施をしてきた。平成１６年度は，
文献研究および先行研究調査を中心に，総合型地域スポーツクラブにおける諸問題を明らかに
し８），北方圏における総合型地域スポーツクラブの在り方について模索した。平成１７年度は，
モニター参加者を募集し，ニーズ調査３）に基づくプログラムを試行した。また，イベントを３
回開催し，プログラムの紹介などを実施した。平成１８年度は，継続プログラムとしてトレーニ
ング教室を高齢者と婦人を対象に実施し，さらに水泳体操など６つの継続プログラムを実施し
た。プログラム実施前後の調査４）も行いながら，平成１９年は，プログラムを継続実施し，同時
に地域住民含めた役員会を立ち上げ，１０月に北方圏生涯スポーツ研究センタースポーツクラブ
愛称「スポルクラブ」を設立した。平成２０年には設立１周年を迎え，現在は１２のプログラムを
実施し，会員数を４００名近く数えるまでに至っている。
プロジェクト開始１年目の平成１７年２月には，本学周辺住民のニーズを調査するために，本
学周辺住民１万４千余世帯を対象に，調査を実施している。その結果に基づき，プログラムが
実施されているものであるが，本研究では，クラブ設立後平成２０年２月の調査結果と前回の調
査結果と比較し，モニター参加者によるプログラムの試行実施からクラブ設立１年に至る３年
間の変化を知ろうとすること，そして，周辺住民の意識変化や新たなニーズを明らかにするこ
とが目的である。
Ⅱ 方 法
本研究は，北方圏における総合型地域スポーツクラブ設立前後における本学周辺住民調査結
果を比較するものである。平成１７年２月に実施した本学周辺住民調査と，平成２０年２月に実施
した調査を比較検討するものである。具体的には，本学周辺住民に対して実施した２回の質問
北翔大学生涯学習システム学部研究紀要 第９号
Bulletin of Hokusho University
School of Lifelong Learning Support Systems No.９
平成２１年３月
March，２００９
H20
H17
女性、54.4％ 
男性、45.6％ 
女性、54.1％ 
男性、45.9％ 
図１ 男女比について
紙調査結果について，それぞれの調査項目を比較するものである。調査項目は表１に示すとお
りである。質問紙調査を実施した本学周辺とは，総合型地域スポーツクラブは中学校区程度を
範囲と推奨するため，本学より半径５㎞程度の地域を対象とした。対象地域は，札幌市厚別区
厚別東・西地区の１４，２２５世帯と江別市文京台と大麻地区の１３，９２０世帯，合計２８，１４５世帯に対し
て，平成１７年２月は無作為抽出方法により計１４，０７３世帯に配布し，料金別納郵便で回収を行っ
た。回収数は２，３９８であり，回収率は１７％であった。平成２０年２月は，計１０，０００世帯に配布し，
回収数は１，３９８であり，回収率は１４％であった。
表１ 調査項目
Ⅲ 結果と考察
図１は，調査対象者の男女比を比較したものである。平成１７年調査と平成２０年調査を比較す
るとどちらも女性の割合が多いものの，割合の構成はほぼ同じであった。図２は，調査対象者
の年代比を比較したものである。平成１７年調査では，６０歳代が最も多く２２．６％，次いで５０歳代
が１８．８％，４０歳代１４．８％，７０歳代１２．７％，３０歳代１２．４％であったのに対し，平成２０年調査では，
同様に６０歳代が最も多かったが，３３．７％となっていた。次いで７０歳代が２１．０％であり，６０歳代
と７０歳代を合わせて５４．７％を占める結果となった。以下，５０歳代１８．０％，４０歳代１０．８％であり，３０
歳代は７．７％と少なく，２０歳代，１０歳代と合わせても１８％であった。
１．性別
２．年齢
３．本学に併設されているスポーツクラブを知っていますか
４．本学に併設されているスポーツクラブを利用しますか
５．４の理由
６．どのような運動やスポーツ，内容やプログラムを希望しますか
７．運動やスポーツプログラム以外どのような施設やサービスを希望しますか
８．会費はどの程度が妥当と考えますか
９．本学がこのようなスポーツクラブを運営することをどのように考えますか
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80代以上、3.3％ 
80代以上、2.4％ 
70代、21.0％ 
70代、12.7％ 
60代、33.7％ 
60代、22.6％ 
50代、18.0％ 
50代、18.8％ 
40代、10.8％ 
40代、14.8％ 
30代、7.7％ 
30代、12.4％ 
20代、5.4％ 
20代、8.2％ 
10代、4.9％ 
10代、8.0％ 
H20
H17
知らない、　61.9％ 
知っている、38.0％ 
知らない、　76.6％ 
知っている、 
23.4％ 
図３は，本学に併設するジュニア体操クラブ（旧AOCスポーツクラブ）を知っているかど
うかという設問に対する回答を比較したものである。平成１７年調査に比べると「知っている」
が２３．４％から３８．０％へ増加していた。「知らない」が７６．６％から６１．９％へ減少していた。また，
図４は，平成１９年設立された北方圏生涯スポーツセンタースポーツクラブ（通称）「スポルク
ラブ」を知っているかどうかという設問に対する回答である。この調査項目は，平成１７年調査
時は「スポルクラブ」は設立されていなかったため，平成２０年調査のみ実施した。「知ってい
る」が３１．２％であり，「知らない」が６８．７％であり，ジュニア体操クラブの認知度とほぼ同じ
割合であった。平成２０年調査の実施時期が２月であり，「スポルクラブ」が設立され５ヶ月余
りとしては，３割の地域住民に対して認知度があったことは非常に驚いた。「スポルクラブ」と
しての予算上多額な広告宣伝費用を確保できていない状況にも関わらず，こうした結果はロー
カル新聞への掲載や新聞チラシの効果もあるが，会員のクチコミによる影響も大きいと考えら
れる。
図２ 年代比について
図３ ジュニア体操クラブを知っているかどうか
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知っている、31.2％ 
図４ スポルクラブを知っているかどうか
利用したい、54.6％ 
利用しない、17.3％ 
どちらでもない、25.3％ 
利用したい、48.7％ 
利用しない、21.2％ 
どちらでもない、30.1％ 
既に利用している2.4％ 
H20
H17
図５は，本学のスポーツクラブを利用したいかどうかという設問に対する回答を比較したも
のである。平成１７年調査に比べると「利用したい」が４８．７％から５４．６％へ増加していた。「利
用しない」が２１．２％から１７．３％へ，そして「どちらでもない」が３０．１％から２５．３％へそれぞれ
減少していた。これらは，本学のスポーツクラブへの期待度の高さが伺える回答であり，後述
の回答を含め，その期待に応えていくことが地域のスポーツ振興へつながるものであると考え
る。また，平成２０年調査における「既に利用している」が２．４％であった。これは，「スポルク
ラブ」設立後５ヶ月余りにおける調査結果としては，まずまずの数値であると考える。それは，
全国の一般的なスポーツクラブ参加率が３％程度であるため，本学周辺の「スポルクラブ」参
加率としては，まずまずと考えるものである。
図６は，図５に対する理由（上位回答）を比較したものである。平成１７年調査および平成２０
年調査ともに「運動したい」がそれぞれ１７．９％と１９．９％であった。以下，平成１７年調査と平成
２０年調査において順位に変動はあるものの，「内容によって」，「会費によって」，「興味がある」，
図５ スポルクラブを利用したいかどうか
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H20
H17
H20
H17
運動したい　19.9％ 
運動した　17.9％ 
近い　12.3％ 
近い　9.5％ 
興味がある　11.2％ 
興味がある　11.8％ 
内容によって　10.6％ 
内容によって　14.2％ 
会費によって　9.9％ 
会費によって　12.9％ 
専門スタッフがいる　8.6％ 
専門スタッフがいる　6.5％ 
大学施設は整っている　6.6％ 
大学施設は整っている　9.9％ 
別のクラブへ通っている　2.5％ 
時間が合わない　3.3％ 
興味がない　3.3％ 
遠い　4.6％ 
大学施設を利用したい　5.2％ 
既にAOCスポーツクラブに通っている　0.4％ 
別のクラブへ通っている　2.8％ 
大学施設を利用したい　3.2％ 
興味がない　4.3％ 
「大学施設は整っている」，「近い」，「専門スタッフがいる」の６項目については，上位回答を
占めた。図７は，図５に対する理由（下位回答）を比較したものである。平成１７年調査では
「既にAOCスポーツクラブに通っている」が０．４％であり，主に幼児から中高生が対象のス
ポーツクラブであるためか低い数値であった。その他，「別のクラブに通っている」が平成１７
年調査では２．８％であり，平成２０年調査では２．５％であった。景気の悪化が影響しているのか微
減ではあるが，概ね全国の参加率平均割合に相応していた。また，「興味がない」が平成１７年
調査では４．３％であり，平成２０年調査では３．３％に減少していた。そして，「大学の施設を利用
したい」が平成１７年調査では３．２％であり，平成２０年調査では５．２％に増加していた。平成２０年
調査では，「時間が合わない」，「遠い」の項目を追加し調査を実施したところ，ともに３．３％で
あった。これら下位回答に対する改善策の提示が，今後の地域スポーツの振興や参加率の向上
につながるものと考える。
図６ スポルクラブを利用したい理由について（上位回答）
図７ スポルクラブを利用したい理由について（下位回答）
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図８は，平成１７年調査における希望する活動である。回答者の大半が５０歳代以上であること
が影響していると考えられるが，上位回答としては，「健康体操」１４．２％，「軽運動」１３．８％，
「体力診断」１１．２％，「トレーニング」１０．８％，「水泳」１０．６％の順となった。球技や競技スポー
ツは少数であった。「栄養教室」は５．２％であり，少数回答の中では最も多かった。図９は，平
成２０年調査における希望する活動である。平成２０年調査は当時開設していたプログラムを選択
肢に挙げたことが前回調査と異なる点である。しかしながら，回答者の大半は５０歳代以上であっ
た。上位回答としては，「健康体操」１９．８％，「健康維持運動」１９．６％，「軽運動」１９．０％，「体
力測定」１２．５％の順となり，この４項目で７０．９％を占めている。「トレーニング」９．２％，「水
泳」８．６％，「水中体操」７．４％であり，平成１７年調査で上位回答であった項目が挙がっている
が，やや減少していた。「ヨガ」が１０．１％であり，クラブ内でも人気のプログラムであること
から，ニーズとしては高いことが明らかとなった。「食事栄養」が６．６％であり，少数回答にあっ
て，上位であることから，実際に体を動かすこと以外のニーズも高いことがうかがえる。
図８ 希望する活動について（H１７）
図９ 希望する活動について（H２０）
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払うのであれば希望しない　2.4％ 
払うのであれば希望しない　4.1％ 
500円/月　5.9％ 
500円/月　10.6％ 
1,000円/月　3.6％ 
1,000円/月　11.2％ 
1,500円/月　3.4％ 
1,500円/月　8.6％ 
100円/回　9.0％ 
100円/回　7.8％ 
300円/回　12.0％ 
300円/回　11.9％ 
そのほか　5.7％ 
そのほか　6.4％ 
200円/回　25.9％ 
200円/回　23.3％ 
2,000円/月  28.6％ 
2,000円/月　16.1％ 
図１０は，会費の妥当額について比較したものである。平成１７年調査では，「２００円／回」２３．３％
で最も高く，次いで「２０００円／月」が１６．１％，「３００円／回」１１．６％，「１０００円／回」１１．２％，
「５００円／月」１０．６％であった。平成２０年調査では，「２０００円／月」２８．６％で最も高く，次いで
「２００円／回」２５．９％，「３００円／回」１２．０％であった。これらの結果から，スポーツクラブの
平均月会費額１４）よりは低額で，総合型地域スポーツクラブの平均会費２）よりは高額，また，公
共スポーツ施設の使用料金（１回あたり）並みが妥当であるとの回答であった。現在の月会費
が１５００円から３０００円であることを考えると，月会費としては妥当であるが，１回あたりの料金
としては高額と考えられる。しかしながら，現在は１回あたり支払うシステムはなく，プログ
ラムの内容上１５回程度を１クールとして展開しているので，参考回答して今後の検討材料とし
ていきたい。
図１１は，希望する施設について比較したものである。平成１７年調査，平成２０年調査ともに，
「更衣室」，「シャワー」，「軽食施設」，「駐車場」，「送迎」，「お風呂」，「談話室」の順であった。
すでに，「更衣室」，「シャワー」は完備しているものの，「軽食施設」はスポル館内には無く，
学内別施設へ移動することとなっている。お昼をまたいでプログラムに参加することや運動後
に軽食をとることを希望していると考えられる。また，「駐車場」と「送迎」については，調
査時期が２月であったことから，冬季期間の積雪期においては，徒歩や自転車で通うことが困
難であることが考えられる。現在でも「駐車場」については，十分とは言えないものの登録さ
せ可能としているものの，「送迎」に関しては実施しておらず，サービスという観点からは検
討することも必要である。「お風呂」については，施設内にジャグジーは設置されているが，
プールを利用するプログラムは利用するが，それ以外では使用することはない。また，水温も
図１０ 会費はいくらが妥当と考えるか
７７
H20
H17
そのほか　0.5％ 
そのほか　0.6％ 
特になし　2.9％ 
特になし　2.4％ 
送迎　9.5％ 
送迎　11.0％ 
駐車場　12.4％ 
駐車場　14.3％ 
軽食施設　15.7％ 
軽食施設　14.3％ 
シャワー　18.3％ 
シャワー　16.5％ 
更衣室　22.5％ 
更衣室　21.6％ 
お風呂　9.3％ 
お風呂　10.3％ 
談話室　7.5％ 
談話室　7.2％ 
託児施設　1.2％ 
託児施設　1.7％ 
一般的な浴場施設ほど高くはないため，困難である。「談話室」については，現在では会員交
流のためのスペースを設置している。やはり，活動以外で休息をとったり，複数のプログラム
に参加する場合にその間時間を過ごしたり，何より，会員同士が交流を深める場所が必要であ
り，求められていることが明らかとなった。「託児施設」については，５０歳代以上が回答者の
大半を占めていることもあり，低い回答であった。しかし，この調査結果では表れていないが，
ジュニアの体操クラブや役員の中からは，託児施設あるいは場所を設置する声は非常に強い。
最後に，図１２は，本学がスポルクラブを運営することについて比較したものである。平成１７
年調査，平成２０年調査ともに「地域住民が利用できるのがよい」，「とても良い」，「楽しみであ
る」，「大学施設が利用できることがよい」が上位回答であり，それぞれ好意的回答して，計
９３．５％，計９６．２％を占めた。何より地域住民が利用できることが最も多い回答ではあるが，数
値も向上しており，本学に対する期待が表れていると考えられる。さらに平成１７年調査，平成
２０年調査ともに回答している割合は，わずか９％であることを考えると，本学周辺の住民の多
くがスポルクラブには好意的である。したがって，地域住民がスポルを活用したプログラムを
継続的に実施していくことは，まさに地域スポーツ振興につながることと考えられる。
図１１ 希望する施設について
７８ 永谷：北方圏における総合型地域スポーツクラブ設立前後の本学周辺住民調査結果比較
H20
H17
地域住民が利用できるのがよい　35.0％ 
地域住民が利用できるのがよい　36.3％ 
とても良い　26.8％ 
とても良い　25.7％ 
楽しみである　18.5％ 
楽しみである　16.2％ 
大学施設が利用できる事がよい　15.9％ 
大学施設が利用できる事がよい　15.3％ 
特に何も思わない　1.3％ 
特に何も思わない　2.8％ 
学生と共用はしなければよい　1.1％ 
学生と共用はしなければよい　2.3％ 
疑問に思う　0.3％ 
疑問に思う　0.3％ 
Ⅳ ま と め
本研究では，北方圏における総合型地域スポーツクラブ設立前後における，本学周辺住民調
査結果を比較するものであった。平成１７年調査と平成２０年調査において，平成１９年１０月に設立
した「スポルクラブ」および従来から実施してきているジュニア体操クラブの認知度は確実に
向上しているといえる。また，本学「スポルクラブ」に対する期待度についても，非常に高く，
そして好意的であった。平成１６年度から５ヶ年に及ぶ本プロジェクトにより，本学周辺の北方
圏住民に対する運動やスポーツを実施する場所や機会を提供することは実現された。そして，
総合型地域スポーツクラブ「スポルクラブ」設立に伴い，参加率や期待度も向上もみられ，地
域へのスポーツ振興が実現されたといえる。少なからず生涯にわたるスポーツ社会の構築への
寄与はなされたと考える。
今後は，安定したクラブ運営体制を展開していくために，よりよいプログラムの提供を追求
していくことが求められる。そのためには，収入と支出の経済基盤を安定的にすること，指導
者およびスタッフの養成システムを完成させること，行政や民間企業との連携策をつくり，こ
れをモデルケースとして北方圏の各地で普及していくことが急務であると考える。全国の総合
型地域スポーツクラブの運営主体はさまざまであるが，本学の「スポルクラブ」の場合は運営
主体が大学であることから，大学がイニシアチブを発揮することはもちろんであるが，会員と
なる地域住民と協議しながら，進めていくことが何より重要なことであると考える。
本研究は学術フロンティア推進事業の研究プロジェクトとして進められ，平成２０年度で研究
プロジェクトとしての活動はいったん終了する。しかしながら，北方圏における地域スポーツ
図１２ 本学がスポルクラブを運営することについて
７９
振興を掲げ，クラブとして設立をした一連の活動が終わりを迎えることはない。この「スポル
クラブ」が，スポーツ振興の「場」としてだけでなく，今後，地域社会，そして，大学にとっ
て有益となるよう努力したい。
本研究は，平成１６年度選定学術フロンティア推進事業「北方圏における生涯スポーツ社会の
構築に関する総合的研究」の助成で実施されたものである。
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